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要約
　本稿は、東京大学社会科学研究所が2007 年から継続して実施している「働き方とライフスタイ
ルの変化に関する全国調査」の2022 年調査に関する基礎的な分析をまとめたものである。４つの
大きなテーマについて分析した。（1）新型コロナウイルスのワクチンを接種のした人の属性とワク
チン接種による行動変容の有無、（2）人々の「大人である」ことへの意識について、世代間での意
識の違いと世代内での10年間での意識の変化、（3）勤め先の指示でおこなう職業訓練・研修と自
発的におこなう学習・研修（自己啓発）の経験率の男女差と、2010年と2022年の2時点での比較、（4）
育児と介護の両方をしているダブルケアラーの男女差と就業、健康状況、である。

【注：当稿は10月号前編、11月号後編として２カ月に分けて紹介する】1

1　本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ No.165『「働き
方とライフスタイルの変化に関する全国調査2022」分析結果報告：パネル調査からみるワクチン接種、スキル
形成、意識、ダブルケア』（2023年3月）に加筆・修正したものである。本稿は、日本学術振興会（JSPS）科学研
究費補助金基盤研究（S)（18103003 , 22223005）、特別推進研究（25000001 , 18H05204）の助成を受けて行っ
た研究成果の一部である。東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究資金、（株）
アウトソーシングからの奨学寄付金を受けた。調査は一般社団法人中央調査社に委託して実施した。パネル調査
データの使用にあたっては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。
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４．スキル形成機会のジェンダー差
（1）スキル形成機会にかんする論点
　2010年代後半以降、スキル形成に対する
関心が改めて高まっている。2015年にフレイ

（Carl Benedikt Frey）とオズボーン（Michael A. 
Osborne）が野村総合研究所との共同研究を通
じ、日本で今後AIなどによる自動化が進む可能
性の高い職業について検討した結果などが、日
本でも大きな注目を集めた（フレイ、オズボーン 
2015）。また、同じく2010年代半ば以降の労働
市場における人手不足の問題（玄田編 2017）も
あいまって、日本社会ではキャリアにおけるス
キル形成のあり方の模索が続いている。
　企業内の訓練・研修やジョブ・ローテーショ
ンを通じてスキル（経験）を積んでゆくことが
キャリア形成の理念型の一つである日本の労働
市場において、スキル形成の場から遠ざけられ
やすいのが非正規雇用労働者や無業者である。
長期雇用慣行のなかに埋め込まれていないこれ
らのカテゴリに属する人々は外部の研修・セミ
ナーや自学自習（自己啓発）がスキル形成の中心
的な場となる。雇用者、上司等からの指示や組
織的なプログラムの存在により訓練・研修など
を受けることが当然視される企業内訓練とは異
なり、外部の研修や自己啓発は一見すると自発
性の比較的高い活動である。そのため、大学教
育の意義として学習への習慣づけを挙げる議論
も重要な意味を持つ（矢野 2009）。
　ここで「一見すると」と述べたのは、結果とし

て個人の意思によるものであったとしても、そ
の意思決定自体がさまざまな社会的役割や規範
の制約を受けている場合、文字通り「自発的であ
る」とはいえないからである。スキル形成機会に
かんしていえば、女性は男性よりも強い制約下
にある（佐野 2019）。配偶者や子どものいる女
性に生じる家事・育児時間は、単純にスキル形
成にかける時間とトレード・オフの関係にある。
また、結婚、特に出産後に非正規雇用の仕事に
移ったり、仕事自体を辞めたりすることで、上
述の企業内訓練の機会からは明らかに遠ざかっ
てしまう。翻って、このような不利を認識する
からこそ子どもを産む意思があっても実現でき
ない有職女性が生じてしまうといえる（ブリント
ン 2022）。したがって、昨今よく見かける「学び
なおし」や「リスキリング」の機会については、一
人ひとりの置かれた社会的、経済的生活の状況
を踏まえながら議論する必要がある。
　JLPSでは、2010年から1年おきに訓練・研
修等の経験について対象者に尋ねている。こ
こでは、最初に質問を設けた2010年と最新の
2022年のデータを比較しながら、約10年間で
スキル形成機会のジェンダー差について何が変
わったのかを検証する。

（2）男女で異なる勤め先の指示による訓練と
自己啓発の経験率

　上述の通り、JLPSでは2010年（Wave4）から
1年おきに、勤め先の指示による訓練や自己啓発
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図1　2010年と2022年のあいだの比較
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の経験について対象者に尋ねている。具体的に
は、「この1年間に仕事に役立てるための訓練や
自己啓発2をしましたか」とはじめに尋ね、「した」
と回答した者には「勤め先の指示で行ったもの」
と「自発的に行ったもの（自己啓発）」のそれぞれ
について、どのようなものを経験したかを複数
回答形式で尋ねている。ここではその内容には
立ち入らず、勤め先の指示による訓練と自己啓
発の経験に関するジェンダー差をみてゆく。な
お、両時点での年齢層を揃えるため、それぞれ
の時点で23歳から43歳であった者に限定して
分析をおこなう。
　図1は、男女それぞれについて、配偶者、子
どもの有無別にそれぞれのスキル形成経験率を
棒グラフで示したものである。男女の「全体」を
みると、明らかに男性の方が勤め先の指示によ
る訓練、自己啓発ともに経験率が高い。この男
女差と関連しているのは女性の家族の状況であ
る。配偶者や子どもがいない場合、勤め先の指
示による訓練や自己啓発の経験率について性別
による大きな差はない。しかし、配偶者や子ど
もがいる場合、いずれの経験率も男性よりも女

性の方が明らかに低い。男性については配偶者
や子どもの有無がスキル形成経験とほぼ関連し
ていないことも特徴的である。
　2010年から2022年にかけての変化について
はどうだろうか。性別、配偶者や子どもの有無
について、グラフを見ると若干の差が生じてい
るようにみえるが、統計的に有意な差はいずれ
についてもみられない。つまり、有配偶女性や
子どものいる女性がスキル形成の機会を持ちに
くく、その傾向が10年間でほとんど変化してい
ないということを意味している。

（3）約10年間での社会経済人口的要因の変化
　一方で、男女の全体平均をみてみると、統計
的に有意な差ではないもののそれぞれについて
共通の傾向が読み取れる。男性については2010
年から2022年にかけていずれの経験率も微減
しているのに対し、女性については反対に微増
している。さまざまな背景要因が考えられるが、
ここでは学歴、職種、雇用形態、配偶状態、子
どもの有無の変化をみてみる。
　図2は、2010年（Wave4）と2022年（Wave16）
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図2　学歴・職種・雇用形態・配偶状態・子どもの有無の変化

2　注記として、「自己啓発とは、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させるための活動をいいます。（職業に
関係ない趣味、娯楽、スポーツ、健康増進等のためのものは含みません。）」という説明を質問文の側に加えている。
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のそれぞれについて、23歳から43歳男女の学歴、
職種（プリコード）、雇用形態、配偶状態、子ど
もの有無の分布を示したものである。まず学歴
の構成をみると、男女ともに高学歴化している
ことがわかる。たとえば、大学・大学院学歴の
者の割合は、男性については2010年に46％であっ
たのが、2022年には55％に上昇している。女性
はより顕著であり、2010年から2022年にかけ
て27％から44％に上昇している。
　職種と雇用形態の構成についても変化がみら
れる。職種については、2010年から2022年に
かけて専門的・技術的職業の割合が男女ともに
上昇しているが、男性の4％ポイントの上昇に比
べて女性は9％ポイント上昇している。また、雇
用形態にかんして、正規雇用労働者の割合が男
性では74％から77％に微増しているのに対し、
女性では37％から53％に上昇している。他方、
女性については非正規雇用、無業の割合が減少
しているが、男性については若干増加している。
　さいごに有配偶者と子どものいる者の割合を
確認する。こちらについては男女でほぼ共通の
変化がみられ、2010年から2022年にかけて有
配偶者割合、子どものいる者の割合が共に低下
している。
　以上をふまえると、2010年から2022年にか
けてのスキル形成経験の全体平均の変化は、男

女の社会経済人口構成の変化によって説明でき
るかもしれない。高学歴化、専門化、正規雇用
化が女性でより顕著であり、これらは女性にお
けるスキル形成経験率の微増と関連している可
能性がある。また、この時期は同時に未婚者や
子どもを持たない女性の割合も増加しており、
家事・育児に充てられていた時間や労力が職場
での訓練・研修や自学自習にシフトした可能性
も考えられる。

（4）約10年間で変わらないスキル形成機会の
ジェンダー差

　以上の解釈がある程度妥当なものかを検証す
るため、2010年、2022年時点での性別、年齢、
学歴、職種、雇用形態、配偶者の有無、子ども
の有無を独立変数とし、勤め先の指示による訓
練経験の有無、自己啓発経験の有無を従属変数
とするロジスティック回帰分析をおこなった。
ここでは、上記の独立変数に加え、配偶者の有
無と性別、子どもの有無と性別の交互作用項を
含めることで、有配偶女性や子どものいる女性
のスキル形成経験率の低さが社会経済人口構成
により説明できるのかを検討する。その結果が
図3と図4であり、推定結果にもとづく予測確率

（マージン）を示している（図中のエラーバーは推
定値の95%信頼区間）。なお、ここでは注目す
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図3　年齢・社会経済人口要因の調整前後での経験率（勤め先の指示）

学歴・職業等の影響
調整前（2010年）

学歴・職業等の影響
調整後（2010年）

学歴・職業等の影響
調整前（2022年）

学歴・職業等の影響
調整後（2022年）

配偶者無 男性 配偶者無 女性 配偶者有 男性 配偶者有 女性
子ども無 男性 子ども無 女性 子ども有 男性 子ども有 女性



－ 5 －

－ 6949 －■　中央調査報　No.793・令和 5 年11月10日発行

る変数以外の推定結果は割愛している。
図3の2010年の結果をみると、年齢のみを調

整した結果（「学歴・職業等の影響調整前」の結果）
では、無配偶者については男女間で勤め先の指
示による訓練の経験率に差がみられない。子ど
ものいない者については、女性の方が統計的に
有意に経験率は低いものの、後述する2022年の
結果や自己啓発に関する結果を総合すると、男
女間での差がそれほど大きなものであるとは思
われない。他方、有配偶者や子どものいる者の
なかで男女差をみると、いずれも統計的に有意
な差が確認され、男性のほうが高い経験率を示
している。なお、2022年についても、2010年と
概ね同じ結果が得られている。
　調整後の結果をみると、性別、配偶状態、子
どもの有無の組み合わせのあいだで勤め先の指
示による経験率がほぼ等しくなる。また、この
結果は2010年、2022年で共通している。
図4の自己啓発経験に関する分析結果も、図3

と同様といえる。学歴、職業等の影響を調整す
る前の推定結果をみると、2010年、2022年とも
に、無配偶者、子どものいない者については男
女のあいだで自己啓発経験率に差はみられない。
しかし、有配偶者、子どものいる者については、
明確な男女差がみられるようになる。
　また、学歴、職種、雇用形態の影響をコントロー

ルした結果をみると、職場の指示による訓練経
験と同様に、すべてのグループのあいだで自己
啓発経験率に統計的に有意な差はみられなくな
る。以上の結果をまとめると、有配偶女性、子
どものいる女性におけるスキル形成経験率の低
さが、彼女らの社会経済的属性によりほぼ説明
されることを示唆している。つまり、彼女らの
多くが非正規雇用や無業であることで勤め先の
指示による訓練の機会から遠ざかっており、そ
れが約10年間では変わっていないといえる。

（5）小括：鍵となるのは持続可能な就業継続
　ここまでの結果は2時点のデータを比較的シ
ンプルに分析したものであり、学術的により精
緻な結果を得るためには分析に用いる時点数を
増やす、その他の日常生活の活動などにかかわ
る要因を考慮するなどの工夫が必要である。ま
た、ここでみた職業訓練や自己啓発が果たして
その後のキャリア形成に寄与するのかという疑
問も残る。これらの課題については、今後詳細
な分析を進めることとしたい。
　上記の限界、課題を認識しつつも、ここでの
分析結果から得られる示唆について若干の議論
を加えてまとめとしたい。以上の分析結果は、
有配偶女性や子どものいる女性がキャリアを中
断し、再就職をしたとしても正規雇用の仕事を
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図4　年齢・社会経済人口要因の調整前後での経験率（自己啓発）
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続けにくいという状況を反映したものといえる。
重要なことは、正規雇用の仕事に就いている女
性が結婚や出産によってそれまで蓄積してきた
キャリアを中断しなくてすむ環境を整備するこ
とだという、これまでも指摘されてきた点であ
る。短期的には女性がより容易に労働市場に復
帰できるような支援を講じる必要はあると思わ
れるが、中長期的には従来の「男性並みの働き方」
自体を大きく見直す必要があろう。
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（石田賢示）

5.ダブルケアの実態と影響
（1）はじめに
　2016年に内閣府が公開した「育児と介護のダ
ブルケアの実態に関する調査報告書」によると、
ダブルケアの推計人口は2012年時点で約25.3
万人と推計されている。この報告書によると、
ダブルケアラーのうち女性は約17万人、男性約
8万人と、男性よりも女性のダブルケアラーが多
いことが指摘されている。こうした育児と介護
のダブルケアの背景には、晩婚化や晩産化があ
ると考えられている。これまでは、子育てがひ
と段落したら介護が訪れるという状況が一般的
だったが、晩婚化や晩産化によって育児期間が
後ろ倒しされるため、介護のタイミングと重な
る人が増えるというわけである。しかしながら、

育児や介護というケアについては、それぞれの
分野で研究蓄積が進んでいるものの、育児と介
護の両方を担うダブルケアについての研究はま
だまだ少ない。とりわけ、同一個人を複数時点
にわたって追跡したパネル調査データを用いた
分析例は管見の限り見当たらない。ダブルケア
の問題としては、就業の中断、経済的負担、身
体的および精神的健康の悪化、ジェンダー不平
等な負担等が指摘されている。
　こうした背景のもと、本稿では、「東大社研パ
ネル調査」の「継続・追加・リフレッシュサンプ
ル」を用いて、以下の3点を明らかにする。第1
に、ダブルケアラーについて男女別に集計する。
基礎的な属性に基づいた集計をすることで、ダ
ブルケアラーがどの程度いるのか、また時系列
でどの程度変化するのかを明らかにすることが
目的である。第2に、ダブルケアラーと非ダブル
ケアラーでは、就業や健康にどのような違いが
あるのかを明らかにする。育児や介護を理由と
した離職が問題となって久しいが、ダブルケア
に着目した場合には、就業や健康面でどのよう
な違いがあるのかを記述する。第3に、ダブル
ケアを担うようになると就業や健康にどのよう
な影響を与えるのかについて、パネルデータの
利点を活かした多変量分析を行う。

（2）誰がダブルケアをしているのか
　本節では、誰がダブルケアをしているのかに
ついて、男女別に集計をおこなう。集計に用い
るデータは、東大社研パネル調査の継続・追
加・リフレッシュサンプルである。ダブルケア
の定義について確認する。介護の有無について
は、仕事以外で現在介護をしている場合に、介
護者としてコーディングしている。育児の有無
については、平日および休日の育児時間を尋ね
ている。ここでは、平日と休日の平均育児時間
が1分以上の場合に育児者と定義した。本稿で
は、これらの介護と育児の両方を担っている者
をダブルケアラーとして定義する。表1が集計
の結果である。表1からは、以下の3点が分かる。
第1に、2019年では、ダブルケアラーは全体で
1.36%、男性で0.7%、女性で1.86%となって
いる。2021年では、全体で1.66%、男性で0.63%、
女性で2.42%となっている。このことから、ダ
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ブルケアは男性よりも女性に多くいることが分
かる。第2に、対象者の年齢（調査年）を重ねる
ごとにダブルケアラーは微増しているが、これ
は主に女性のダブルケアラーが増加したことに
起因する。第3に、ダブルケアの構成要素であ
る介護者については、2019年男性で3.12%、
2019年女性で6.03%、2021年男性で3.16%、
2021年女性で7.27%となっている。育児者につ
いては、2019年男性で26.08%、2019年女性で
35.01%、2021年男性で26.93%、2021年女性
で34.33%となっており、介護者と育児者のそ
れぞれについても女性の方が男性よりも多いこ
とがわかる。

（3）ダブルケアラーの就業と健康
　次に、ダブルケアラーの就業と健康について
記述する。健康については、主観的健康（self-rated 
health）を変数として用いる。東大社研パネル調
査における主観的健康（self-rated health）とは、

「あなたは、自分の健康状態についてどのように
お感じですか」という質問に対して、「１：とて
も良い」「2：まあ良い」「3：普通」「4：あまり
良くない」「5：悪い」の選択肢で測定される。解
釈をわかりやすくするために、値が高くなるほ
ど健康状態が良くなるよう値を反転して分析を
おこなった。メンタルヘルスの指標としては、
MHI-5（Mental Health Inventory 5）を用いる。
MHI-5は、過去1 ヶ月間で「かなり神経質であっ

たこと」「どうにもならないくらい気分が落ち込
んでいたこと」「落ち着いておだやかな気分で
あったこと」「おちこんで、ゆううつな気分であっ
たこと」「楽しい気分であったこと」の５項目に
ついて尋ねている。回答選択肢は、それぞれの
項目について「1：いつもあった」から「5：まった
くなかった」の5 件法で測定される。分析では、
これらの５項目について単純加算し、値が高く
なるほどメンタルヘルスが良くなるよう値を変
換している。表2は、ダブルケアラーを男女別
にして、就業率、主観的健康の平均値、メンタ
ルヘルスの平均値を集計した結果である。なお
それぞれの値は2019年と2021年の平均値を要
約している。
　表2からは、就業率については非ケアラー（育
児者でも介護者でもダブルケアラーでもない回
答者）の就業率が最も高く（90.88%）、続いて育
児者（84.54%）、介護者（83.98%）、ダブルケ
アラー（81.94%）の順になることが分かる。ケ
アの種類別に集計すると、ダブルケアラーの就
業率が最も低く、非ケアラーとの差は約9%ポ
イントである。主観的健康の平均値について
は、育児者（3.34）、非ケアラーとダブルケア
ラー（3.26）、介護者（3.05）の順に高い値と
なっている。メンタルヘルスについては、主観
的健康と同様の傾向がある。すなわち、育児者
の値が最も高く（22.37）、介護者の値が最も低
く（20.95）、非ケアラー（21.85）とダブルケア

表1　男女別にみたダブルケアラー、介護者、育児者の割合（%）

2019年 1202 年

ダブルケア 介護者 育児者 ダブルケア 介護者 育児者

男女計 1.36 4.75 31.07 1.66 5.52 31.18 

男性 0.70 3.12 26.08 0.63 3.16 26.93 

女性 1.86 6.03 35.01 2.42 7.27 34.33 

表2　ケアラー別の就業率（%）、主観的健康平均値、メンタルヘルス平均値

就業 主観的健康 メンタルヘルス

非ケアラー 90.88 3.26 21.85 

育児者 84.54 3.34 22.37 

介護者 83.98 3.05 20.95 

ダブルケア 81.94 3.26 21.65 

注）主観的健康とメンタルヘルスの値は高いほど健康状態が良いことを意味する
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図5　ダブルケアが就業、主観的健康、メンタルヘルスに与える影響

ラー（21.65）の値は概ね同じである。就業につ
いてはダブルケアラー /非ケアラーの間で大きな
差がある一方で、健康については両者の間に就
業ほどの大きな差はみられない。

（4）ダブルケアをすると就業と健康に
どのような影響を与えるのか
表2は、ケアラーを分類（非ケアラー /介護者

/育児者/ダブルケアラー）したうえで、それぞ
れの就業率および健康状態をそのまま集計した。
次に、パネルデータの利点を活かし、かつ簡単
な統計的な調整をおこなったうえで、ダブルケ
アラーに移行した場合に就業と健康にどのよう
な影響を与えるのかを明らかにする。ダブルケ
アをしていない状態から担う状態になると、就
業や健康にどのような影響を与えるのかを確認
するため、時点と個体の固定効果モデルによっ
て推定をおこなう。結果変数と処置変数の他の
調整変数は、年齢、婚姻状況である。図1は、
非ケアラーを参照カテゴリとした場合の固定効
果モデル推定結果である。
　図5の分析結果からは、固定効果モデル推定
値はいずれの分析においても、エラーバーの信
頼区間が推定値0をまたいでいるため、ダブル

ケアの明瞭な効果が確認できない。本分析で用
いたデータにおいてはダブルケアラーの数が少
ないために、推定が不安定になっていることも
考えうる。いずれにしても、本分析からはダブ
ルケアと就業、主観的健康、メンタルヘルスに
ついて、母集団について明白な傾向を導くこと
は難しいと言えよう。なお、図5の分析を男女
別におこなったが、統計的に有意なダブルケア
の効果は確認できなかった。

（5）おわりに
　本節では、同一個人を複数時点にわたって調
査した「東大社研パネル調査」データを用いて、

（1）ダブルケアラーがどの程度いるのか、（2）ダ
ブルケアラーと非ダブルケアラーでは、就業や
健康にどのような違いがあるのか、（3）ダブルケ
アを担うようになると就業や健康にどのような
影響を与えるのか、の3点について分析をおこ
なった。
　（1）については、以下の3点が明らかになった。
第1に、2019年では、ダブルケアラーは全体で
1.36%、男性で0.7%、女性で1.86%となって
いる。2021年では、全体で1.66%、男性で0.63%、
女性で2.42%となっている。このことから、ダ
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ブルケアは男性よりも女性に多くいることが分
かる。第2に、対象者の年齢（調査年）を重ねる
ごとにダブルケアラーは微増しているが、これ
は主に女性のダブルケアラーが増加したことに
起因する。第3に、ダブルケアの構成要素であ
る介護者については、2019年男性で3.12%、
2019年女性で6.03%、2021年男性で3.16%、
2021年女性で7.27%となっている。育児者につ
いては、2019年男性で26.08%、2019年女性で
35.01%、2021年男性で26.93%、2021年女性
で34.33%となっており、介護者と育児者のそ
れぞれについても女性の方が男性よりも多いこ
とがわかる。
　（2）については、ダブルケアラーの就業率は
2019年 で85.71%、2021年 で78.38%で あ る
一方、非ダブルケアラーの就業率は2019年で
88.50%、2021年で88.96%であり、ダブルケ
アラーの就業率がやや低い。メンタルヘルスお
よび主観的健康の平均スコアについては、ダブ
ルケアラーの健康スコアは介護のみをしている
人よりは高く、育児のみをしている人よりは低
く、介護も育児もしていない人と同程度であっ
た。（3）については、ダブルケアと就業および健
康の変化の間に統計的に有意な関連はみられな
かった。この結果は男女別に分析をしても変わ
らなかった。繰返しになるが、本分析で用いた
2時点のデータでは、ダブルケアをしていない状
態から担う状態に移行するケースが少ない。そ
の点に起因するのは不安定な統計的推測であり、
このことがダブルケアと就業や健康との明白な
関連を見出すことを困難にしている可能性は残
る。男女ではケアによる異なるストレスを経験
することが示唆されているがため（Zwar et a l . 
2020）、今後も同様の分析を継続する必要があ
ろう。

文献
◦Z w a r、 L .、 H . - H . K ö n i g、 & A . H a j e k、 

2020、 “Psychosoc i a l Consequences o f 
Transitioning into Informal Caregiving in 
Male and Female Caregivers: Findings from 
a Population-based Panel Study、” Social 
Science and Medicine 264: 113281.

（大久保将貴）

6.おわりに
　最後に、本稿の分析結果をまとめておく。（1）
新型コロナウイルスのワクチンを接種のした人
の属性とワクチン接種による行動変容の有無で
は、学歴の高い人、専門管理職に従事している
人はワクチン接種しやすく、自営業者・無職者
は接種しにくい傾向が確認された。ワクチン接
種による明確な行動変容はみられなかった。(2)
人々の「大人である」ことへの意識についての分
析では、「大人である」ための要件として、結婚
して子どもを産み育てることは重視されなくなっ
た一方で、仕事を得て経済的に自立することを
重視する傾向は根強いことが明らかになった。
　（3）勤め先の指示でおこなう職業訓練・研修
と自発的におこなう学習・研修（自己啓発）の経
験率の男女差と2時点での比較の分析によると、
約 10 年間でいずれの経験率も全体としては変
わらず、女性の方が低い。女性における訓練、
自己啓発経験率の低さは、有配偶女性や子ども
のいる女性がスキル形成機会を持ちにくいため
であることが明らかになった。(4)育児と介護の
両方をしているダブルケアラーの就業、健康状
況の分析からは、ダブルケアラーの比率は2％ほ
どでまだ数が少ないこと、ほぼ8割が女性であ
ること、ダブルケアラーの就業率がやや低いこ
とが明らかになった。メンタルヘルスおよび主
観的健康については、ダブルケアラーの健康度
は介護のみをしている人よりは高く、育児のみ
をしている人よりは低く、介護も育児もしてい
ない人と同程度であった。

 （石田浩）
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10月の時事世論調査
10月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は前月から1.7
ポイント減少し26.3％となった。
今年１月の26.5％を0.2ポイン
トではあるが下回り、岸田政権
での最低値を更新した。安定的
な政権維持に必要とされる３割
台には３カ月続けて達しなかっ
た。不支持率は2.3ポイント増の
46.3％だった。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として10月６日
から９日に実施、有効回収（率）
は1,175（58.8％）だった。

この時期の国内の動きは、
100歳以上、9万人超：厚生

労働省は、全国の100歳以上の
高齢者が９万2139人と過去最多
を更新したと発表した。女性が
８万1603人と全体の９割近くを
占めた。また総務省の人口推計
によると、65歳以上の高齢者は
3623万人、総人口に占める割合
は29.1%とこちらも過去最高と
なった（9月15、17日）。
東芝、上場廃止へ：東芝は、

日本産業パートナーズなど国内
連合によるTOB（株式公開買い
付け）が成立したと発表、株主総
会などの手続きを経て年内にも
上場廃止となる見通し。（9月21
日）。
金融緩和を継続：日本銀行は

金融政策決定会合で、金融緩和
の継続を決めた。植田和男総裁
は、早期の政策修正の観測も打
ち消した（9月22日）。
大谷選手、本塁打王：米大リー

グのレギュラーシーズン全日程
が終了し、エンゼルスの大谷翔
平選手がア・リーグ１位の44本
で日本選手として初めて本塁打

合（EU）はウクライナの首都キー
ウで初の外相会合を開いた。27
カ国の代表が一堂に会し、加盟
国がウクライナを支え続ける姿
勢を改めてアピールする狙いと
みられる（10月2日）。
ハマス、イスラエルへ大規模
攻撃：パレスチナ自治区ガザを
実効支配するイスラム組織ハマ
スは、イスラエルに対する大規
模攻撃を始めた。多数のロケッ
ト弾を発射し、戦闘員をイスラ
エル領内に侵入させた。この規
模の「侵入」は極めて異例とみら
れる（10月7日）。

政党支持率　自民 党の支 持
率は前月から1.0ポイント減の
21.0％で、以下、立憲民主党は
0.1ポイント増の3.1％、日本維
新の会は0.4ポイント減の3.9％、
公明党は0.7ポイント減の3.1％、
共産党は0.8ポイント増の1.7%、
国民民主党は0.4ポイント減の
1.4％だった。支持政党なしは0.5
ポイント増加して61.1％だった。

国民の景気感　「良くなった」は
前月から1.2ポイント増の6.9％、

「悪くなった」は3.6ポイント減の
46.2％だった。時事世論景気指
数は前月から12ポイント増の50
となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は1.0ポイント
増の4.1％、「苦しくなった」は0.2
ポイント増の45.9％となった。

王に輝いた。８月23日に44号を
放った後、損傷が判明した右肘
靱帯（じんたい）の手術などのた
め９月３日を最後に欠場したが、
トップを守った（10月1日）。
９月、史上最高の暑さ：気象

庁は９月の全国の平均気温が平
年よりも2.66度高く、統計を取
り始めた1898年以降で最も暑
かったと発表した。同庁予報班
長は「信じられないような高温。
日本全体で記録的な暑さになっ
たのも非常に珍しい」と話した

（10月2日）。
札幌市、2030年オリパラ招致

断念：札幌市は冬季五輪・パラ
2030年招致を断念する方針を固
めた。鈴木北海道知事は開催に
対して「市民の理解が進んでいな
い」との認識も示した（10月5日）。

国外では、
北アフリカ、災害続く：北ア

フリカ・モロッコの観光都市マ
ラケシュ南方を震源に、現地時
間8日午後11時ころ地震が発生、
犠牲者は3000人弱に及んだ。ま
た、同じくリビア東部で10 ～ 12
日、大雨による大規模な洪水が
起き、こちらも数千人規模の犠
牲者が発生した（9月12日）。
国連演説始まる：国連総会の

一般討論演説が、米ニューヨー
クの国連本部で始まった。初日
にバイデン米大統領が演説し、
ウクライナ側への支援を訴えた。
この先、主要国首脳も演説を予
定している（9月19日）。
インテル、巨額制裁金：欧州

連合（EU）の執行機関である欧州
委員会は、米半導体大手インテ
ルに対し、競争法（独占禁止法）
違反で3億7636万ユーロ（約590
億円）の制裁金を科すと発表した

（9月22日）。
中米コスタリカで緊急事態宣
言：南米から米国を目指す移民
の通過ルートとなっているコス
タリカで、緊急事態宣言を発動
された。移民の大多数は陸路で
の入国を目指し、通過国では人
道上の懸念も高まっている（9月
27日）。
キーウでEU外相会合：欧州連

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2013年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年
143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9 25.0
21年 22年（10月）（11月）（12月）23年 （1月）（2月）
34.6 9 11 29 23 19

（3月）（4月）（5月）（6月）（7月）（8月）（9月）（10月）
44 48 87 72 74 62 38 50

政党支持率（上段：10月、下段：9月）
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22.0 3.0 4.3 3.8 0.9 1.8 1.1 0.3 − 0.6 60.6
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内閣支持する 26.3％内閣支持する 26.3％内閣支持する 26.3％


